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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第６期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第７期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第６期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (百万円) 9,514 8,200 43,923

経常損失 (百万円) 420 349 209

四半期（当期）純損失 (百万円) 367 119 1,358

純資産額 (百万円) 23,941 22,735 22,625

総資産額 (百万円) 46,903 42,958 43,875

１株当たり純資産額 (円) 386.10 370.74 368.63

１株当たり四半期（当期）
純損失金額

(円) 6.06 1.97 22.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 50.0 52.4 51.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,538 835 6,207

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △685 △307 △2,484

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,809 △34 △3,465

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,900 5,609 5,116

従業員数 (名) 1,623 1,541 1,529

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、

また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下のとおりです。

当社の連結子会社であるコビシ電機株式会社とユニオン電機株式会社は、平成21年４月１日付でコビ

シ電機株式会社を存続会社として合併し、商号をサクサプレシジョン株式会社に変更しました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成21年６月30日現在)

従業員数(名) 1,541

(注) 　従業員数は、就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

(平成21年６月30日現在)

従業員数(名) 17

(注) 　従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を分野別に示すと、次のとおりであります。

区分 生産高(百万円)
前年同四半期比(%)

ネットワークソリューション分野 4,317 △0.3

セキュリティソリューション分野 3,316 △24.8

合計 7,634 △12.6

(注) １ 金額は、販売価格によっております。
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３ 上記のほか下記の仕入製品があります。

　

区分 仕入高(百万円)
前年同四半期比(%)

ネットワークソリューション分野 57 △55.5

セキュリティソリューション分野 274 △11.3

合計 331 △24.4

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当第１四半期連結会計期間における受注状況を分野別に示すと、次のとおりであります。

区分
受注高
(百万円)

  受注残高  
(百万円)前年同四半期比(%) 前年同四半期比(%)

ネットワークソリューション分野 4,110 △11.3 670 △37.9

セキュリティソリューション分野 3,471 △34.6 1,047 △30.9

合計 7,581 △23.7 1,717 △33.9

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を分野別に示すと、次のとおりであります。

区分 販売高(百万円)
前年同四半期比(%)

ネットワークソリューション分野 4,277 △0.6

セキュリティソリューション分野 3,923 △24.7

合計 8,200 △13.8

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(%) 販売高（百万円） 割合(%)

東日本電信電話株式会社 1,105 11.6 1,033 12.6

西日本電信電話株式会社 ─ ─ 1,016 12.4

　（注）西日本電信電話株式会社については、前第１四半期連結会計期間は10％未満のため記載を省略してお
ります。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業グループが判断したも

のであります。

　

(1) 業績の状況

当第1四半期連結会計期間のわが国の経済においては、世界的な金融危機の影響を受けた急速な景気悪

化も底入れ感が出てきたとの見方が一部にはありますが、先行きには引き続き強く不透明感が残されて

おります。

当企業グループの主力市場である情報通信ネットワーク関連市場においては、光ネットワークの普及

に対応した新しい取組みが進んでおります。

当企業グループは、このような事業環境の急激な変化に対応し「独創的な技術力・開発力を駆使でき

る革新的企業」を目指して、「事業の拡大」と「経営体質の強化」の諸施策に継続して取組んでまいり

ました。

「事業の拡大」につきましては、ネットワークソリューション分野およびセキュリティソリューショ

ン分野の主力市場において、事業の選択と集中を進める中で、次世代ネットワークなどに対応した両分野

の融合商品を早期に開発、販売するための取組みを継続して推進してまいりました。その一環として、事

業の拡大と収益力の向上を図り、早期に事業を変革することを目的に、事業中核会社のサクサ株式会社の

組織を機能別組織に再編いたしました。

「経営体質の強化」につきましては、平成21年２月６日に公表した経営改善施策の実施により、外部流

出費用の削減、開発効率の向上など総原価の低減に努めてまいりました。また、平成21年４月１日付で、子

会社であるコビシ電機株式会社とユニオン電機株式会社を合併させ、サクサプレシジョン株式会社とい

たしました。これにより、両社の開発、製造および販売機能を一体化させ、経営基盤の強化、経営効率の向

上を図ってまいりました。

当第１四半期連結会計期間の売上高は、82億円(前年同期比 13.8％減)、経常損失は３億４千９百万円

(前年同期経常損失４億２千万円)、四半期純損失は１億１千９百万円（前年同期純損失３億６千７百万

円)となりました。

　

　

分野別の営業の概況は、次のとおりであります。

　

（ネットワークソリューション分野）

ネットワークソリューション分野の売上高は、42億７千７百万円（前年同期比0.6％減）と、ほぼ前

年同期並みとなりました。

（セキュリティソリューション分野）

セキュリティソリューション分野の売上高は、39億２千３百万円（前年同期比24.7％減）となりま

した。これはＩＣカードリーダライタの減少および加工受託している部品などが減少したことによる

ものです。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ４億９千２百

万円増加し、56億９百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収や減価償却費の計上などにより、８億３千５百

万円の収入（前年同期25億３千８百万円の収入）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、新商品の開発に伴うソフトウエアの取得などにより、３億７百

万円の支出（前年同期６億８千５百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済や社債の償還などにより、３千４百万円の支

出（前年同期18億９百万円の支出）となりました。

　

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありま

せん。

当企業グループは、前有価証券報告書に記載の対処すべき課題に継続して取組んでまいります。
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（株式会社の支配に関する基本方針）

平成19年５月24日開催の当社取締役会において当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針を決定しております。

　

1. 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えております。

したがって、株式会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体

の意思に基づき行われるべきものと考えております。

　しかし、当社株式の大量取得行為またはその申し入れの中には、次のものも想定されます。

①  買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、当社のグループ企業価値ひいては株主共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすおそれがあるもの

②  株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの

③  当社に、当該買付に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えることなく行われる

もの

④  当社株主に対して、買付内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提供することな

く行われるもの

⑤  買付の条件等（対価の価額・種類、買付の時期、買付の方法の適法性、買付の実行の可能性等）が当

社の本源的価値に鑑み、著しく不十分または不適当なもの

このような当社株式の大量取得行為またはその申し入れを行う者は、例外的に、当社の財務および事業

の方針の決定を支配する者として不適切な者と考えています。このような行為から当社の基本理念やブ

ランド、株主をはじめとする各ステークホルダー（利害関係人）の利益を守るのは、当社の経営を預かる

ものとして当然の責務であると認識しております。

　

2. 基本方針の実現に資する具体的な取組み

①  当社のグループ企業価値の源泉

当社は純粋持株会社であり、グループ企業14社で構成する当企業グループは「独創的な技術を核に、

新しい価値を創造し、活力とゆとりある社会の発展に貢献する。」ことを経営理念に掲げ、情報通信関

連分野、ＩＣカード関連分野、セキュリティ関連分野における技術力、販売力および生産力を結集し、市

場環境の急速な変化と競争の激化にすばやく柔軟に対応できる強靭な経営構造を確立して、情報通信

ネットワーク関連業界において、強みを発揮できる市場でのトップシェアを目指し、「事業の拡大」と

「経営体質の強化」の諸施策に取組んでおります。

「事業の拡大」につきましては、ネットワークソリューション分野とセキュリティソリューション

分野の事業融合およびコア技術の有効活用を進めることにより、主力市場の深耕と新商品の積極的な

市場投入に努めるとともに事業領域の拡大と新規事業の早期育成に向けた取組みを強化しておりま

す。「経営体質の強化」につきましては、生産体制の最適化、要員体制の適正化および資本効率の向上

に継続的に取組んでまいります。

また、企業グループの総合力を高めるため、より有効性の高い「内部統制システム」の構築に取組む

とともに、コーポレート・ガバナンスの強化とグループ企業価値の向上に努めてまいります。
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②  基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み

当社は、平成19年６月28日開催の第４回定時株主総会において「当社株式の大量取得行為に対する

対応策(買収防衛策)」(以下、「本ルール」という。)を株主の皆様のご承認をもって導入いたしまし

た。

本ルールは、当社株式の大量取得行為が行われる際に、当社が本ルールに定める対応を行うことによ

り、濫用的な買付行為を抑止し、当社のグループ企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、または向

上させることを目的としています。

本ルールは、次のア．またはイ．に該当する買付またはその申し入れ(以下あわせて「買付等」とい

います。)がなされる場合に、買付等を行う買付者および買付提案者(以下「買付者等」といいます。)に

対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等について情報収集、検討等を行うため

に合理的に必要な期間を確保したうえで、株主の皆様に当社経営陣の意見表明や代替案を提示したり、

買付者等との交渉等を行っていくための手続きを定めています。

ア．当社が発行者である株券等について保有者の株券等の株券等保有割合の合計が20％以上となる買

付

イ．当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等所有割合およびその特別関

係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付

＜防衛策の内容＞

買付者等が本ルールに定められた手続きを遵守しない場合または買付者等が本ルールを遵守して

も、本ルールに定められた防衛策発動要件のいずれかに該当することにより防衛策を発動すべきとの

結論に達した場合は、当社取締役会は、社外有識者３名で構成される独立委員会の勧告を受け、当社取

締役会の決議により、新株予約権(当該買付者等による権利行使は認められないとの行使条件および当

社が当該買付者等以外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された

もの。以下「本新株予約権」といいます。)の無償割当を実施することにより、買付者等の当社株券等保

有割合を低下させます。

＜独立委員会の設置＞

本ルールを適正に運用し、当社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の

客観性、合理性および公正性を担保するため、社外有識者３名以上で構成する独立委員会を設置いたし

ました。

本ルールの詳細は、当社ホームページ(http://www.saxa.co.jp/ir/stock/information.html)をご参

照ください。
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3. 具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

当社は、基本方針の実現に資する具体的な取組みは、以下の事項を考慮し織り込むことにより、基本方

針に沿うものであり、株主の共同の利益を損なうものではなく、役員の地位の維持を目的とするものでは

ないと判断いたしました。

①  あらかじめ買収防衛策を導入することにより、濫用的な買付行為を抑止すること

②  株主の皆様の意思を法的に明確な形で反映させるため、買収防衛策の導入の決定を株主総会の決議

事項とし、株主総会の決議を経て買収防衛策を導入すること

③  防衛策発動に関して基本方針に沿った合理的、客観的要件が設定されていること

④  独立性の高い独立委員会の設置および防衛策発動の際には必ず独立委員会の判断を経ることが必要

とされていること

⑤  本ルールの有効期限が平成22年３月期に関する定時株主総会終結の時までとし、株主総会または取

締役会によりいつでも廃止できること
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(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費総額は、11億７千１百万円であります。

当企業グループは、ユビキタスネット社会の到来に向け、音声、映像およびデータに関わる研究開発活

動を継続して行ってまいりました。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

当企業グループの主なサービス提供先である情報通信ネットワーク関連市場においては、光ネット

ワークの普及に対応した新しい取組みが進んでおります。

このような市場環境の変化および資材調達環境の変化により、当企業グループの業績も影響を受けま

す。

当企業グループは、技術力および販売力を結集し、市場環境の変化と競争の激化にすばやく柔軟に対応

できる強靭な経営構造を確立して、情報通信ネットワーク関連業界において、強みを発揮できる市場での

トップシェアを目指し「事業の拡大」と「経営体質の強化」に取組んでまいります。

　

(6) 資本の財源および資金の流動性についての分析

当企業グループは、運転資金および設備投資資金につきましては、内部資金を充当し、必要に応じ金融

機関からの借入により調達することとしております。このうち借入による資金調達に関しましては、運転

資金については主に期限が１年以内の短期借入金により調達しており、設備投資資金等については長期

借入金等により調達しております。

また、資産効率の向上、営業活動によるキャッシュ・フローの確保およびシンジケーション方式による

コミットメントライン70億円の活用により、当面の運転資金および設備投資資金を調達することが可能

と考えております。

　

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当企業グループは、現在の事業環境および入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう努

めておりますが、当企業グループが関連する情報通信ネットワーク関連市場は、急速な技術革新と競争の

激化などによりめまぐるしく変化する環境下にあります。

当企業グループといたしましては、このような市場環境の変化に対応し、独創的な技術力と開発力を駆

使して、革新的企業を目指してまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,449,62162,449,621
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であります。

計 62,449,62162,449,621― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年６月30日 ─ 62,449,621 ─ 10,836 ─ 3,000

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式1,716,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式
       59,590,000

59,590 ─

単元未満株式
普通株式
        1,143,621

― 単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数        62,449,621― ―

総株主の議決権 ― 59,590 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含ま

れております。　　　　　　　　　　　　　　　　

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が89株含まれております。

３ 「総株主の議決権」欄の議決権の数には、証券保管振替機構名義の議決権の数が３個含まれております。
　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
サクサホールディングス
株式会社

東京都港区白金一丁目
17番３号　
NBFプラチナタワー

1,716,000 ─ 1,716,0002.74

計 ― 1,716,000 ─ 1,716,0002.74

(注)　上記のほか、サクサ株式会社(連結子会社)が所有する株式5,000株(議決権５個)について、株主名簿上は、同社名

義となっておりますが、当該株式は、同社が実質的に所有していない株式です。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」および「総株主の議決権」欄に含めて

おります。
　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】
　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月

最高(円) 147 140 178

最低(円) 94 115 125

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の四半期連結

財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）およ

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）および当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,655 5,196

受取手形及び売掛金 7,669 9,688

商品及び製品 2,557 2,374

仕掛品 1,004 523

原材料及び貯蔵品 2,695 2,860

繰延税金資産 1,321 1,192

その他 948 852

貸倒引当金 △1 △2

流動資産合計 21,851 22,685

固定資産

有形固定資産

土地 9,086 9,086

その他（純額） ※１
 3,326

※１
 3,459

有形固定資産合計 12,413 12,546

無形固定資産

ソフトウエア 4,474 4,703

のれん 559 576

その他 232 244

無形固定資産合計 5,265 5,524

投資その他の資産 ※３
 3,405

※３
 3,088

固定資産合計 21,083 21,159

繰延資産 24 30

資産合計 42,958 43,875
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,482 4,925

短期借入金 3,599 3,428

1年内償還予定の社債 2,065 2,090

未払金 428 832

未払費用 765 1,180

未払法人税等 27 69

未払消費税等 143 221

製品保証引当金 255 255

その他 753 455

流動負債合計 12,521 13,461

固定負債

社債 469 469

長期借入金 459 635

繰延税金負債 1,458 1,469

退職給付引当金 3,136 2,944

役員退職慰労引当金 52 89

負ののれん 1,294 1,362

その他 831 818

固定負債合計 7,702 7,788

負債合計 20,223 21,250

純資産の部

株主資本

資本金 10,836 10,836

資本剰余金 6,331 6,331

利益剰余金 6,490 6,610

自己株式 △1,088 △1,088

株主資本合計 22,570 22,690

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △61 △310

為替換算調整勘定 7 7

評価・換算差額等合計 △54 △302

少数株主持分 219 237

純資産合計 22,735 22,625

負債純資産合計 42,958 43,875
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 9,514 8,200

売上原価 7,084 5,751

売上総利益 2,430 2,448

販売費及び一般管理費 ※１
 2,939

※１
 2,778

営業損失（△） △508 △329

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 30 32

負ののれん償却額 68 68

為替差益 90 －

その他 30 21

営業外収益合計 220 122

営業外費用

支払利息 35 23

持分法による投資損失 6 －

退職給付会計基準変更時差異の処理額 75 75

為替差損 － 28

その他 15 15

営業外費用合計 132 142

経常損失（△） △420 △349

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 3 －

貸倒引当金戻入額 － 14

特別利益合計 3 14

特別損失

固定資産除却損 0 1

たな卸資産評価損 213 －

その他 － 0

特別損失合計 213 1

税金等調整前四半期純損失（△） △630 △336

法人税、住民税及び事業税 10 5

法人税等調整額 △271 △203

法人税等合計 △261 △198

少数株主損失（△） △1 △18

四半期純損失（△） △367 △119
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △630 △336

減価償却費 694 693

のれん償却額 15 17

負ののれん償却額 △68 △68

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9 △54

退職給付引当金の増減額（△は減少） 92 191

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △60 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △15 △36

受取利息及び受取配当金 △31 △32

支払利息 35 23

為替差損益（△は益） － 0

持分法による投資損益（△は益） 6 －

社債発行費償却 5 6

投資有価証券売却損益（△は益） △3 －

固定資産売却損益（△は益） △0 0

固定資産除却損 0 1

売上債権の増減額（△は増加） 5,344 2,018

たな卸資産の増減額（△は増加） △386 △498

仕入債務の増減額（△は減少） △1,452 △443

その他 △825 △630

小計 2,711 852

利息及び配当金の受取額 31 32

利息の支払額 △29 △15

法人税等の支払額 △175 △34

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,538 835
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △173 △29

有形固定資産の売却による収入 0 0

無形固定資産の取得による支出 △511 △275

投資有価証券の取得による支出 △10 △1

投資有価証券の売却による収入 3 －

その他 5 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △685 △307

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,096 172

長期借入金の返済による支出 △394 △177

社債の償還による支出 △15 △25

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △303 △2

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,809 △34

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 43 492

現金及び現金同等物の期首残高 4,856 5,116

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 4,900

※１
 5,609
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

  会計方針の変更

工事契約に関する会計基準等の適用

 受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、

当第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）

および「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適

用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分につ

いて、成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。

 なお、この変更による当第１四半期連結会計期間の損益に与える影響はありません。

 

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

  　　　　　　　　　　　　　　　　　 20,386百万円

  ２　手形割引高および裏書譲渡高
　　　　受取手形割引高                   36百万円
　　　　受取手形裏書譲渡高              207百万円
 
※３　資産の金額から直接控除している

貸倒引当金の額
投資その他の資産                240百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　 　 20,237百万円

  ２　手形割引高および裏書譲渡高
　　　　受取手形割引高                 217百万円
　　　　受取手形裏書譲渡高             210百万円
 
※３　資産の金額から直接控除している

貸倒引当金の額
投資その他の資産               292百万円

　

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。

　給料賃金                       778百万円

　従業員賞与手当金               269百万円

　退職給付費用                   147百万円

　減価償却費                     120百万円

　製品保守費                      97百万円

　役員賞与引当金繰入額             9百万円

　役員退職慰労引当金繰入額         7百万円

　貸倒引当金繰入額                 1百万円

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。

　給料賃金                   　　694百万円

　従業員賞与手当金               208百万円

　退職給付費用                   201百万円

　減価償却費                     110百万円

　製品保守費                      79百万円

　役員退職慰労引当金繰入額         6百万円

　

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

    現金及び預金勘定 4,995百万円

    預入期間が３か月を超える

    定期預金 △95百万円

    現金及び現金同等物 4,900百万円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

    現金及び預金勘定 5,655百万円

    預入期間が３か月を超える

    定期預金 　△46百万円

    現金及び現金同等物 5,609百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）および当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１

日　至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 62,449,621

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,717,150

　

３　新株予約権等に関する事項

　　  該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　　  該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

      該当事項はありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日) については、当社　　　および

連結子会社を中心とする当企業グループは、情報通信システムの機器および部品の開発、製造および販売

ならびにこれに付帯するサービスの提供からなる事業を行っており、単一事業分野の事業活動を営んで

おります。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日) については、当社　　　および

連結子会社を中心とする当企業グループは、情報通信システムの機器および部品の開発、製造および販売

ならびにこれに付帯するサービスの提供からなる事業を行っており、単一事業分野の事業活動を営んで

おります。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日) については、在外連結子会

社および在外支店がないため該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日) については、在外連結子会

社および在外支店がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日) については、海外売上高が

連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日) については、海外売上高が

連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

EDINET提出書類

サクサホールディングス株式会社(E01874)

四半期報告書

23/28



(企業結合等関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

────────
 

（共通支配下の取引等）
当社の連結子会社である、コビシ電機株式会社とユ

ニオン電機株式会社は平成21年１月22日に締結した合
併契約書および平成21年２月23日開催の合併契約承認
株主総会による承認に基づき、平成21年４月１日付で
合併いたしました。
 
１　結合当事企業または対象となった事業の名称および
事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称な
らびに取引の目的を含む取引の概要
（1）結合当事企業または対象となった事業の名称

コビシ電機株式会社（存続会社）
ユニオン電機株式会社（消滅会社）

（2）結合当事企業の事業の内容
①コビシ電機株式会社（存続会社）
火災報知機関連機器ならびに電源開連機器等の開
発、製造および販売

②ユニオン電機株式会社（消滅会社）
自動車関連部品、計数器ならびに医療関連部品等の
開発、製造および販売

（3）企業結合の法的形式
コビシ電機株式会社を存続会社、ユニオン電機株式
会社を消滅会社とする吸収合併方式

（4）結合後企業の名称
サクサプレシジョン株式会社
（旧会社名　コビシ電機株式会社）

（5）取引の目的を含む取引の概要
①吸収合併の目的
火災報知機関連機器ならびに電源関連機器等の開
発、製造および販売を主力事業とするコビシ電機株
式会社と自動車関連部品、計数器ならびに医療関連
部品等の開発、製造および販売を主力事業とするユ
ニオン電機株式会社の開発、製造および販売の機能
を一体化させ、経営基盤の強化、経営効率の向上を
図るとともに、サクサグループのコンポーネント事
業会社として既存市場の深耕と隣接する市場への
事業領域の拡大を推進することを目的としており
ます。

②吸収合併の日
平成21年４月１日

③合併比率および合併交付金
合併比率は、ユニオン電機株式会社の普通株式１株
に対し、コビシ電機株式会社の普通株式0.4株を割
当て交付しております。
なお、合併交付金の支払はありません。

 
２　実施した会計処理の概要
本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計
審議会　平成15年10月31日公表分）および「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」
（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日公
表分）に基づき、共通支配下の取引として処理してお
ります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

370.74円 368.63円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末 前連結会計年度末
(平成21年６月30日) (平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 22,735百万円 22,625百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 219百万円 237百万円
(うち少数株主持分) (219)百万円 (237)百万円

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額 22,515百万円 22,387百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数

60,732千株 60,733千株

　

２　１株当たり四半期純損失金額

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 6.06円１株当たり四半期純損失金額 1.97円

(注)　１  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄

    化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失 367百万円 119百万円

普通株式に係る四半期純損失 367百万円 119百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 60,754千株 60,733千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式について前連結会計年度末から重要な変動
がある場合の概要

重要な変動はありません。 重要な変動はありません。

　
　
　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　
　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月８日

サクサホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　斉　　藤　　一　　昭　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　今　　井　　靖　　容　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　村　　保　　広　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサク

サホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連

結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サクサホールディングス株式会社及び連結子

会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第

１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号  平成18年７月５

日)を適用して四半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月７日

サクサホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　今　　井　　靖　　容　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　村　　保　　広　　㊞

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサク

サホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連

結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サクサホールディングス株式会社及び連結子

会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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